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1. はじめに 

	 気候変動の科学は多くの不確実性を内包している。例えば、気候変動の要因は複数個が存在

し、その影響度の相対的大きさの分析に関する研究は多くの研究者によって継続的に行われて

いる。それは研究者による健全な科学的営為であり、科学の発展に貢献しようとするものであ

る。 

	 しかし、不確実の存在は、温室効果ガス（GHG）排出削減の必要性や緊急性を矮小化あるい

は否定するような議論にしばしば結びつく。そして、そのような議論の多くは、科学的営為と

いうよりも、温暖化対策が進むことによって経済的不利益を受ける人々によって生み出され、

拡散されていく。 

	 2013年 10月から順次発表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第五次評価報告書

（AR5）における気候感度（大気中の二酸化炭素濃度が二倍になった時の気温変化量）の推定値

の下限変更は、いわゆる温暖化懐疑論者にとって格好の攻撃材料となった。日本でも、“最新の

IPCC AR5や科学的知見に基づいて”という理由付けで、GHG排出経路の計算に用いる気候感度

最良推定値の下方修正の必要性や短期的な排出削減の不要性を示唆する議論（例えば山口

2014；山口 2015；秋元 2014; 杉山 2016）が出されている。 

	 著者は、すでに 2015年 11月に「気候感度および気温上昇停滞（ハイエタス1）に関する最新

の科学的知見」という小論（明日香 2015）を発表している。本稿では、その続編として、気候

科学に関するより新しい科学的知見をもとに気候変動に関する不確実性問題について考える。

それによって、日本において散見される温暖化対策の喫緊性を否定する議論が実際には最新あ

                                                
1 ハイエタス（hiatus）とは一時的に気温上昇が停滞する現象を意味する。実際に 1998年からの全球平均
気温の上昇が停滞したことによって、いわゆる温暖化懐疑論者から人為的な二酸化炭素排出による温暖化

を否定するような議論が展開され、それをメディアが報じた。しかし、まず 1998年を基点にすることが間
違っている。なぜならば、人為的な二酸化炭素排出による温暖化は長期的な変動であり、少なくとも 30年
程度のタイムフレームで考える必要があるからである。また、1998年を基点にした場合の気温上昇停滞の
主な理由は、1998年がエルニーニョ現象によって世界平均気温が異常に高く、その後の 2000年代は冷却
化をもたらすラニーニャ現象によって見かけ上では世界平均気温の上昇のスピードが小さくなったからで

ある。これは、気候科学の専門家の間では共通認識となっており、それが正しかった事は 2015年および
2016年が観測史上最高の気温を記録したことによって証明されている。さらに、観測方法の誤差が 1998
年以降の一時的な気温上昇停滞の原因である事を示す研究も複数出されている。そして、太陽からのエネ

ルギーの 90％以上は海洋が吸収し、大気気温は 10％以下しか吸収しない。したがって、気候変動をもたら
す地球温暖化の指標としては大気気温はそもそも適切ではない。すなわち人為的な二酸化炭素排出による

長期的な気温上昇あるいは気候変動という意味ではハイエタスは存在しなかった。詳細は本稿の Appendix
を参照のこと。 
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るいはロバストな科学的知見には必ずしも基づいていないことを明らかにする。なお、本稿で

は主に気候感度について論じる。ハイエタスに関しては本稿の脚注 1および Appendixを参照さ

れたい。 

2. IPCC第五次評価報告書発表前後における気候感度をめぐる議論 

	 ここでは、IPCC AR5発表前後から最近までの気候感度に関する国内外での議論を、ほぼ時系

列的に紹介する。 

2.1. 英エコノミスト誌の記事 

	 2013年 5月 30日、英エコノミスト誌が “ A sensitive matter”という記事を掲載した（Economist 

2013）。内容は、気候感度に関するもので、IPCC AR5発表前にその内容をリークするようなニ

ュアンスの記事であった。この記事の著者は、ハイエタスが事実であり科学的な説明が難しい

という前提で記事を書いており（この前提自体が正しくない。脚注 1および Appendixを参照の

こと）、主にノルウェーの研究者らによる「気候感度は低い」という論文（この論文は査読付

きの科学雑誌に掲載されたものではなかった）を紹介した。このノルウェーのグループが用い

た気候感度計算方法がエネルギー・バジェット・アプローチ（energy budget approach）と呼ばれ

るものであり、実際に 2000年から 2010年までの気温の観測データを用いて気候感度を計算す

ると低い値になることを示している（ゆえに、前出のハイエタスの信憑性が重要となる）。 

	 一般に、気候感度の数理モデルによる主な計算方法としては、このエネルギー・バジェット・

アプローチと大気循環モデル（GCM）の二つの方法がある2。エネルギー・バジェット・アプロ

ーチは、2000年以降に開発された方法であり、トップダウンでシンプルなモデル構造を持つ。

具体的には、GHG濃度、エアロゾル濃度、全球平均気温などに関する方程式に 1850年頃からの

観測気温データなどを代入して気候感度を計算する。後者の GCMは、より複雑なモデルであり、

大気・海洋・陸地・雪氷などの変化を考慮した方程式を用いて地球の気候を再現し、大気大循

環、海洋大循環、陸面水文過程、および海氷過程とそれらの間の相互作用に加え、大気化学や

海洋・陸面の生物地球化学過程と気候の相互作用まで考慮する。 

	 しばしば「エネルギー・バジェット・アプローチは、モデルに依存しない、観測値に基づく

方法だ」という議論がなされる。しかし、これは正しくない。エネルギー・バジェット・アプ

ローチもエネルギー・バランス・モデル（energy balance model）という非常に単純な気候モデル

に依存している。単純なモデルは、GCMなどの複雑なモデルと比べて理屈がわかりやすく、た

くさんの事例を計算できるという長所はある。その一方で、現実世界の量と定量的に対比でき

る数値を出す能力は劣る。 

	 2007年に発表された IPCC第四次評価報告書（AR4）では、GCM、測器観測、古気候復元に

関する論文の結果を統合的に採用した気候感度の数値を示した。一方、IPCC AR5の場合は、そ

の締切直前にエネルギー・バジェット・アプローチを用いた研究論文がいくつか発表され（例：

                                                
2 他の気候感度の計算方法としては、1）火山噴火やエルニーニョ・ラニーニャなど、年々スケールの大き
な変動から求める方法、2）古環境の代替指標や、それをもとにしたモデリングの結果を利用した古気候学
的なアプローチ、などが存在する（釜江・吉森 2014）。 
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Otto et al. 2013; Adrian et al.2012）、それらの結果が IPCC AR5に採用された。一方、エネルギー・

バジェット・アプローチの問題点を指摘した研究論文は IPCC AR5の採用条件（一定の期日まで

に雑誌などで発表）をタイミング的に満たすことができなかったために IPCC AR5に反映されな

かった3。 
 したがって、2013年末に発表された IPCC AR5においては、5-95％の信頼区間で気候感度を

1.5-4.5℃とした（IPCC AR4では 2.0-4.5℃）。また、複数のアプローチによる結果が整合的でな

かったために最良推定値が提示されなかった（IPCC AR4では 3℃）。なお、IPCC AR4での推定

の上限に近いような高い試算数値を示す研究論文（例えば Fusullo and Trenberth 2012）も同時期

に発表されている。すなわち IPCC AR5においては、低い気候感度を示す論文と同時に、高い気

候感度を示す論文も採用されている。 

2.2. エネルギー・バジェット・アプローチの問題点 

	 IPCC AR5には間に合わなかったものの、2013年前後から、気候感度の専門家の間でこのエネ

ルギー・バジェット・アプローチに関する議論が集中的に行われた。エネルギー・バジェット・

アプローチの問題点として指摘されたのは、1）エアロゾル・海洋熱蓄積量などに関する最新デ

ータを用いていない、2）5-95% 信頼区間の数値は他の研究で示されている 5-95% 信頼区間の

数値と大きく変わらない、3）1998年以降のハイエタスが影響している（ハイエタスに関しては

脚注 1および Appendixを参照のこと）、などである（Miller 2014；Rogelj et al. 2014）。 

	 また、その簡略化した前提（例：気候フィードバックは時間的に変化しない）のために気候

感度を低く見積もる傾向がある（Armour et al. 2013；Long and Collins 2013）という指摘もあり、

そのような論文の中には、エネルギー・バジェット・アプローチ自体の考案者である Jonathan 

Gregoryによるものさえある（Gregory et al. 2015）。 

	 さらに、より最近の論文としては、Shindell（2014）が、近年（1850年以降）の観測温度に基

づいたエネルギー・バジェット・アプローチのような方法はエアロゾルの影響を過小評価して

いるために気候感度を低めに見積もると指摘している。Marvel et al.（2015）は、個別の強制要

素（GHG，エアロゾル，土地利用）の放射強制力（気温変化の要因となる大きさ4）ごとに気温

変化をシミュレートすることによってエネルギー・バジェット・アプローチが気候感度を低め

に見積もることを示し、その具体的な大きさも明らかにしている。釜江・吉森（2014）も、エ

ネルギー・バジェット・アプローチのような気候システムへの強制と応答を簡易なボックスモ

デルのエネルギー収支で議論する試みは、その応答を正当に評価しない可能性があると論じて

いる。  

	 以上述べたように、IPCC AR5以降、「気候感度は小さい」という議論に対して否定的な研究

論文が数多く発表されている。また、IPCC AR4における気候感度推定値の上限に近いような高

                                                
3 現在の IPCC評価報告書作成ルールでは、提出のタイミングが間に合わなかった研究論文の知見は反映さ
れない。Shumidt（2016）は、このようなルールにも問題があると指摘している。 
4 放射強制力とは、その地球のエネルギー・バランスへの外的要因（二酸化炭素濃度や太陽放射などの変
化）の強さを示す。様々な放射強制力に対して、気候システムが応答して海面水温や大気の温度・水蒸気

量・循環など様々な変化した場合の全球年平均気温変化が気候感度となる（気候感度は複雑な気候フィー

ドバックを単純化して一つの数値で表している）。 
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い数値を示す研究論文（例えば Sherwood et al. 2014；Fasullo et al. 2015）が IPCC AR5前と同じ

ように IPCC AR5後にも発表されている。さらに、前出の「温暖化は止まった」というハイエタ

スの議論も、2015年と 2016年の全球平均気温が観測史上最高を更新したことなどによって、そ

の存在自体が否定されている（脚注 1および本稿 Appendixを参照）。そのため、前述の英エコ

ノミスト誌が引用したノルウェーのグループによる論文の方法論や論理に問題があることも明

らかになっている。 

	 もちろん、これらへ再反論するような研究論文が発表されたり、新たな知見が見出されたり

する可能性はある。また最新の研究論文が必ずしも正しいとは限らない。しかし、少なくとも

現時点においては、気候感度の最良推定値である 3℃を下方修正する必要はないというのが気候

感度の専門家の間での共通認識である。 

2.3. 日本での議論 

	 日本では、山口（2014）や秋元（2014）が、2015年の先進国首脳会議（G7サミット）で決定

した「2050年までに 2010年比で 40％から 70％の幅の上方の削減」のようなレベルの GHG排出

削減に疑義を唱える文脈で、エネルギー・バジェット・アプローチを用いた研究である Lewis and 

Curry（2014）を引用した議論を展開している（Lewis and Curry 2014は、同じエネルギー・バジ

ェット・アプローチを用いた Otto et al. 2013よりもより低い気候感度を示している）。また、日

本政府が策定した「地球温暖化対策計画」にも、気候感度に不確実性があるとの記載が盛り込

まれている（電気新聞 2016）。しかし、これらが本稿で紹介したようなエネルギー・バジェッ

ト・アプローチに関する批判的議論や Lewis and Curry（2014）と Otto et al.（2013）における方

法論や様々なパラメーターに対する前提の違いなどを十分に理解していて引用あるいは策定さ

れているかは不明である5。 
	 なお、秋元（2014）は「気候感度は小さい」ということを示すために 「平衡気候感度に関す

る 2011年以降の論文のサーベイ」というタイトルの図を用いている（例えば秋元 2014, p.2の

図 1）。この図の原典はWatts-up-with-thatというサイトにある。この原典の図は、説明文章およ

びサイトの URL名6から読み取れるように、IPCC AR4示された数値よりも低い数値を示してい

る論文だけを意図的に集めて整理したものである。したがって、秋元（2014）の議論はミスリ

ーディングだと思われる。	  

                                                
5 Lewis and Curry（2014）は、Otto et al.（2013）に比較して海洋熱蓄積率の大きさを小さく見積もっている。
これが、両者の間での気候感度の大きさの違いの主な要因だと思われる。なお、Lewis and Curry（2014）
の共著者の一人である Judith Curryは、これ以外には気候感度に関する論文を発表していない。また、2015
年 4月 15日に開催された米下院科学・宇宙・技術委員会の公聴会で「ハイエタスなどの理由から人為的な
GHG排出は温暖化の主な要因ではない」と証言している（Curry 2015）. 
6 Watts-up-with-that（WUWT）というサイトの URLは下記。
http://wattsupwiththat.com/2014/09/25/the-collection-of-evidence-for-a-lower-climate-sensitivity-continues-to-grow-
now-up-to-14-papers-lower-than-ipcc/	 なお、このWUWTというサイトは、いわゆる温暖化懐疑論者のサイ
トとして有名であり、温暖化の原因として「昆虫の大量発生」

（https://wattsupwiththat.com/2013/06/04/an-engineers-take-on-major-climate-change/）、「地球内部での核分裂」
（http://archive.is/rLerb）などの説が紹介されている。 
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3. 不確実性の議論における日本の特殊事情 

	 温暖化対策の進展によって影響を受ける利害関係者が存在する限り、世界でも日本でも不確

実性を理由に温暖化対策の必要性や緊急性を否定する議論が絶えることはないだろう。エルニ

ーニョなどの自然現象が 10年程度の周期で現れることを利用して、しばらくたってから再び同

じようなハイエタスの議論を繰り返すことも十分に予想される。 

	 ただし、日本において不確実性などが議論される社会背景には、強力な化石燃料ロビーが存

在する欧米や発展する権利を主要する新興国とは若干異なるものがあると思われる。もちろん、

日本でも化石燃料ロビーは存在し、エネルギー多消費産業の影響力が大きい産業団体などが温

暖化対策に消極的であるのは間違いない。しかし、下記のような 3点において日本は特殊だと

思われる。 

	 第一は、気候変動被害に対する実感の乏しさである。現在、多くの途上国および一部の先進

国で、洪水、干魃、熱波による犠牲者が多く出ている。英国のシンクタンクである海外開発研

究所（ODI）の研究者は、このまま温度上昇が続くと 2030〜2050年に農業生産の低下、水不足、

商品価格上昇、栄養不良などによって世界全体で 7億 2千万の人々が貧困層（その大部分が途

上国の人々）に逆戻りすると報告している（Granoff et al. 2015）。先進国である米国でも、干魃、

洪水、山火事の被害が連日報道されている。欧州では、周知のようにアフリカや中東からの難

民が年間何万人あるいは何十万人のレベルで殺到しており、国際移住機関（IOM）は、2016年

に欧州を目指して地中海を渡航中に死亡したり、行方不明になったりした難民・移民らが 5079

人に上ったとしている（IOM 2017）。これらの難民は気候変動の影響（水・食料不足、紛争な

ど）による人々も少なくなく、国際社会においては気候変動問題が極めて深刻な安全保障問題

として認識されつつある7。例えば米国のバーニー・サンダース上院議員らは、「気候変動は米

国にとって最も深刻な安全保障問題」という発言を繰り返している。一方、日本では、洪水、

干魃、台風などによる大きな被害は相対的に見れば他の国よりも少なく、メディアが取り上げ

る回数も少ない。難民問題は対岸の火事の感すらある。すなわち、一般市民においては、気候

変動問題が国や地域の安全保障に関わるようなレベルのリスク問題であるという認識は乏しい。

その結果、バーニー・サンダース上院議員のような発言をする政治家は日本では皆無である。 

	 第二は、予防原則に対する認識の乏しさである。予防原則とは、「深刻な、あるいは不可逆

的な被害の恐れがある場合、完全な科学的確実性の欠如が、費用対効果の大きな対策を延期す

る理由として使われてならない」というものである。予防原則の適用が重要となるのは、取り

                                                
7 シリア難民問題の大きな要因の一つとして気候変動による長期干ばつがあるという議論がある。すなわ
ち、気温上昇が風の流れを変えることによってシリア地域の降雨量を減少させ、土壌水分を喪失させた。

このため 2006〜2010年に史上最悪と言われる干ばつが発生し、アサド政権が水を大量に必要とする綿花栽
培を奨励した事も重なって、地下水の枯渇、農業生産量の 3分の 1減少、ほぼ全ての家畜の喪失、穀物価
格の高騰、栄養不良による子供の病気蔓延が起きた。その結果、すでにイラク難民であふれていた国境沿

いの都市に 150万人以上のシリア農民が新たに難民として流入し、まさにこのような都市で 2011年の「ア
ラブの春」につながる反政府革命暴動が勃発したという議論である。このことは、人為的 CO2排出を考慮

した気候モデルによるシリアでの気温上昇・降水量減少の予測値と観測値の一致や地域別の細かい時系列

分析を行った複数の研究（例: De Châtel 2014; Gleick 2014）が発表されてから大いに人口に膾炙するように
なった。 
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返しのつかない被害の恐れがあっても、その被害の大きさが不確実性も伴う状況において、費

用のかかるリスク削減対策に関する意思決定をする場合などである。たとえばドイツでは、こ

の予防原則が行政法の中で規定されており、新たな法や政策の策定の際には重要なガイドライ

ンとして参照される。一方、日本では予防原則が国民意識に中にも政治社会システムの中にも

体系化されていない。 
	 第三は、政策決定者と科学者コミュニティの役割や関係性である。たとえば米国などでは

realclimateのような最新の科学的知見をタイミングかつわかりやすく政策決定者や一般市民に

伝えるような科学者コミュニティが存在する8。しかし、日本ではそのような科学者コミュニテ

ィが十分には発達しておらず、かつ政策決定者の方にも積極的に科学的知見を政治や外交に使

うような意識が相対的に弱い。したがって、気候感度のようなセンシティブかつインテンシブ

に科学者によって議論されているトピックを政策決定者などがナイーブに語ることが許容され

てしまっている。 

4. 結びにかえて 

	 今の日本の温暖化対策の取り組みは世界でも極めて遅れている。例えば、Burck et al.（2016）

は、日本の温暖化対策取り組みを対象とした 58カ国中で下から 2番目（最下位はサウジアラビ

ア）と評価している。また、Littlecott（2015）も、日本の脱石炭の取り組みを G7の中で最低と

している。現在、世界では 500以上の大学、企業、資金運用ファンド、宗教組織、地方自治体

が化石燃料会社からの投資撤退（ダイベストメント）を表明している。しかし、日本で賛同を

表明した企業はまだ一社もいない。 

	 一方、日本政府は温暖化対策に（少なくとも温暖化対策という名目がつく予算という意味で

は）何十兆円をかけてきた9。歴代の政府は「日本は温暖化対策先進国」と主張しつづけ、恐ら

く多くの国民がそれを信じている。そのため、GHG排出の責任を他国や次世代、特に途上国に

押し付ける議論や日本の技術を輸出すれば解決するという耳触りの良い議論が常に再生産され

る。 

	 すなわち、日本の温暖化対策が十分であるかどうかに関しては、国際的な認識と国内におけ

る認識は著しくかけ離れている。そして、本稿で分析した温暖化問題に関する不確実性の議論

は、責任転嫁の議論と相乗効果をもちながら日本における温暖化対策の必要性や緊急性をさら

に貶めている。 

	 不確実性の問題に関しては、次のたとえ話がすべてを語っている。それは、「夜、暗い山道

で車を運転していて、曲がり具合がわからないカーブにさしかかった時に、スピードを上げる

か？それとも下げるか？」というものである。このように問われた時、多くの人々が、曲がり

具合が予想よりも大きい可能性も考えて本能的にスピードを落とすだろう。しかし、気候感度

                                                
8 Realclimate は十数人の米、英、ドイツ、オランダ、フランスなどの気候科学の専門家を中心とした研究
者グループであり、ウェブページ上で最新の科学的知見などを発信している。URLは、
http://www.realclimate.org/ 
9 日本政府は毎年、地球温暖化対策の予算総額を発表してきた。しかし、それらは各省庁の予算の中で温
暖化対策にもなりうるというものを集めたものであり、原子力関係の予算なども含まれている場合もある。 
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の不確実性を強調する人々は、気候感度が予想以上に大きい、あるいは 3℃という最良推定値よ

りも大きい可能性があることを意図的に無視する。すなわち、前述のたとえでは、車のスピー

ドを下げず、逆にスピードをあげることも許容する。不確実性を議論する際には、そのような

行動が何をももたらすかを十分に考える必要がある。 

 

謝辞：本稿に対して増田耕一氏に有益なコメントを頂きました。ここに感謝の意を表します。 
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	 	 	  Appendix: 気温上昇停滞（ハイエタス）という幻 

 

	 人為的な二酸化炭素（CO2）排出による温暖化や積極的な温暖化対策に疑義を持つ人々が用い

る典型的な議論の一つに、1998年以降、気温上昇停滞（ハイエタス: hiatus）が起きているとい

うものがある（例えばWatts 2008）。すなわち、1998年以降も人為的な CO2排出が継続してい

るのに温度上昇が止まっている（ように見える）のはおかしいと主張し、温暖化に関する科学

の正当性を批判する。しかし、この議論には下記のような根本的な問題がある。 

	 第一に、1998年を基点にすることが間違っている。なぜならば、人為的な CO2排出による温

暖化は長期的な変動であり、少なくとも 30年程度のタイムフレームで考える必要があるからで

ある。すなわち、IPCC AR5などでも強調しているように、地球温暖化を議論する際には 10年

程度の短期的傾向を見ても意味がない。 

	 第二に、このハイエタスは 1998年がエルニーニョ現象によって世界平均気温が異常に高く、

その後の 2000年代は冷却化をもたらすラニーニャ現象によって見かけ上では、1998年を基点と

した場合には世界平均気温の上昇のスピードが小さくなったことが一つの要因である（IPCC 

AR5 政策決定者用サマリー, p.5）。そのエルニーニョやラニーニャは地球の内部変動という自

然現象によるものであり、気温変化への影響という意味では長期的には相殺されてゼロとなる。 

	 第三に、1998年以降の気温上昇停滞の一部が、1）極地域における観測地点の不備、2）異な

る海水温観測方法を用いた観測データ間の未調整、3）統計的処理の誤り、などによることを示

す研究論文が複数発表されている（Cowtan and Way 2014；Karl et al. 2015；Rajaratnam et al. 2015; 

Hausfather et al. 2017）。すなわち気温の観測データが正確でなかった可能性がある。 
	 第四に、2017年 1月現在、2015年も 2016年も観測史上最高温度を記録している。たとえば

日本の気象庁によると 2016年の世界の年平均気温（陸域における地表付近の気温と海面水温の

平均）の 1981〜2010年平均基準における偏差は+0.46℃（11月までのデータにもとづく速報値）

（20世紀平均基準における偏差は+0.82℃）であり、1891年の統計開始以降、最も高い値となっ

ている（図 1）。また、2015年と 2016年のエルニーニョによる気温上昇はそれぞれ~0.05ºCと

~0.12ºCと計算される（Schmidt 2017）。したがって、この分を差し引いても 2015年と 2016年

は史上最高気温となり、1970年からの温暖化傾向は 1998年以降により高くなっている可能性も

ある（図 2）。すなわち、たとえ 10年単位で見たとしても、またエルニーニョなどを考慮して

もハイエタスは起きていない。 
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図 1	 世界の年平均気温偏差 

出典：気象庁（2016） 

 

 

 

図 2	 世界の年平均気温の長期変動傾向 

出典：Schmidt（2017） 
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	 第五に、そもそも数年〜10年程度のスケールでは自然変動の影響が出やすい気温データを用

いて気候変動問題における長期傾向や気候感度を論じることに問題がある（Fusullo and Trenberth 

2012；Schmidt 2015；Mann 2014）。なぜなら、温室効果によって地球に蓄えられるエネルギー

の 9割以上は海が吸収するからである（IPCC AR4 WG1 Chap.5, 5.2.2.3）。すなわち、陸上ある

いは海上の気温として現れる地表のエネルギー吸収分は非常に小さい。それゆえに、エルニー

ニョ・南方振動（ENSO）のような内部変動がもたらすノイズ（海洋内の表面付近と内部とのエ

ネルギーの分配の変動）によって地表気温は大きく影響を受けて変動する。一方、海洋の熱蓄

積量の変化を見ると、実際に 1998年も停滞することなく一定の割合で上昇している。すなわち、

地球の温暖化を示す指標としては気温よりも海洋熱蓄積量の方が正確である（図 3）。 

	

	 図 3	 海洋などの熱蓄積量の長期変動傾向	

出典：Nuccitelli et al.（2012） 

 

	 以上で述べたように、ハイエタスに関しては次のように整理できる。 

1） 地球温暖化の基本は、温室効果の強化というメカニズムであって、世界平均地表温度（地上

気温・海面水温）の上昇はその表面的な現われにすぎない。実際には、大気中の GHG濃度

は上昇を続けており、温室効果の強化は続いている。また、海洋内部の温度観測値に基づい

た推計によれば、海洋が蓄積しているエネルギーは増加を続けている。世界平均地表温度の

上昇が 1998年以降に一時的に鈍ったのは、海洋内の表面付近と内部とのエネルギーの分配

の変動によると考えられる。その変動には、エルニーニョ・南方振動（ENSO）や太平洋十

年規模振動（PDO）が含まれる。 

2） 観測値による世界平均地表温度の推計の主な不確かさは、観測が乏しい地域（北極海など）

の温度をどのように推定するかに由来する。主要な気温観測のデータセットである
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HadCRUT4の推計は、観測が乏しい場合は偏差が小さいと仮定していた。しかし、Cowtan and 

Way（2014）や Hausfather et al.（2017）は、地表温度の直接の測定ではないものの、それと

相関のある衛星からの観測データを使って観測が乏しい地域の気温も推定した。これらの研

究によれば、温度上昇は停滞していない。 

	 すなわち、地球全体（大気、陸、海洋）で見れば温暖化は途切れなく続いており、ハイエタ

スの呼ばれるような「停滞」は全く起きていない。したがって、ハイエタスを前提とした気候

感度の不確実性や温暖化の科学に対する懐疑的な議論はすべて十分な科学的な根拠を持たない

と言える。  
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